
 具体的な方針 成果 課題  今後の方向性
 ◇　地域ぐるみで学校園を支
 援する活動の推進

 地域の方々の協力を得ることで、
 地域と学校園が連携した取組も充
 実し、成果をあげている。

 学校園の活動を充実させるうえで
 は、更なる地域の方々の協力が必
 要である。

 「学校園支援ボランティアの推
 進」、「地域コーディネーターの養
 成」に重点を置き、今後も継続して
 取り組む。

 ◇　家庭・地域と一体となった
 学校園の活性化

 中学校区連携「ユニット12」を活用
 した特色ある取組が定着し、学校
 園の活性化につながっている。

 他ユニットの取組を全市的に広
 げ、さらに充実させていくため、加
 古川教育フォーラム開催を継続す
 る必要がある。

 これまでの取組に加え、公民館や
 地域との連携を図っていく。

 ◇　有害環境から子どもたち
 を守るための取組の推進

 「情報モラル教室」、「サイバー犯
 罪防犯教室」などの研修会を実施
 することにより、ケータイ・スマホに
 よるネットトラブルなどの防止に関
 する情報モラル教育の推進を図っ
 た。

 日々進化している情報通信技術に
 対応するため、情報モラルに対す
 る正しい知識の習得が求められて
 おり、学校、家庭、地域ならびに関
 係機関が一体となり、さらに取り組
 んでいく必要がある。

 今後もケータイ・スマホ所持の危険
 性について、さらなる情報発信が
 重要であり、家庭や地域への啓発
 に主眼をおき、関係各課と連携し
 ながら情報モラル教育に取り組
 む。

 ◇　放課後の子どもたちの体
 験・交流活動等の場づくり

 児童クラブについては、量の確保
 及び質の改善に向け、クラブ数の
 増設や高学年の受入れ等を進め
 ている。また、チャレンジクラブの
 運営により、地域の方々との交流
 等を通して放課後の子どもの居場
 所確保につながっている。

 児童クラブにおいては、利用希望
 に応じた施設整備や従事職員の
 処遇改善が求められている。チャ
 レンジクラブは、活動場所及びボラ
 ンティアの人員確保が課題である
 とともに、今後５ヵ年の事業計画が
 未整備である。

 放課後の子どもたちの体験・交流
 場所等の確保を図るため、「加古
 川市子ども・子育て支援事業計
 画」に基づいた児童クラブの整備
 に努めるとともに、チャレンジクラ
 ブの計画的な整備を推進する事業
 計画を策定し、一体的または連携
 した取組を推進する。

 ◇　地域ぐるみで子どもたち
 を育む教育の推進

 ＰＴＣＡ活動や地域子育て創生事
 業に加え、少年補導委員の活動や
 青少年団体の開催する研修会・イ
 ベント等を通して、地域ぐるみで子
 どもたちを育む教育の推進を図っ
 た。

 希薄になりつつある地域のつなが
 りを深めることや、地区を越えた広
 域での育成活動・情報共有が求め
 られている。

 青少年団体等の活動を活性化さ
 せるなど、地域総がかりで子ども
 たちを育む活動の充実を進める。

 具体的な方針 成果 課題  今後の方向性
 ◇　家庭や地域の教育力の
 向上に向けた取組の推進

 家庭教育大学の開設や社会教育
 推進員の設置、また図書館におけ
 る児童サービス関係講座の開催
 により、家庭や地域の教育力の向
 上及び地域の絆づくりの推進を
 図った。

 家庭教育大学、家庭教育セミナー
 ともに、参加者が少なく固定化して
 いる。

 家庭の教育力の向上に向けた各
 種取組については、より効果的・
 効率的な事業となるよう見直しを
 図るとともに、引き続き、社会教育
 推進委員等の活動を通じて、地域
 の教育力の向上に努める。

 ◇　親として成長する学びの
推進

 「家庭学習の手引き」等を活用し、
 保護者への啓発を効果的に実施
 するととともに、子育て講座、子育
 て大学の実施により保護者の支援
 を充実させた。

 配布資料の内容が現状の課題を
 ふまえたものになっていない部分
 がある。

 地域での子育て力の低下が懸念
 される中、こども部と連携を図り、
 子育てプラザを中心とした各種講
 座を継続して実施することにより、
 「親育ち」の支援に努めていく。配
 布資料の内容改訂について、検討
 委員会を設置して取り組む。

 ◇　要支援家庭への支援体
 制の強化

 全ての虐待通告に対して児童の安
 否確認や情報収集を実施するな
 ど、加古川市要保護児童対策地
 域協議会を中心に、要支援家庭へ
 の適切な支援を図った。

 相談内容が複雑化、重症化に伴
 い、相談員のスキルアップが求め
 られている。

 子どもにとって安心・安全で健やか
 に生活ができる環境を目指すた
 め、関係機関との連携の強化を図
 りつつ、今後も継続して支援体制
 を構築する。

 かこがわ教育ビジョン（加古川市教育振興基本計画）の総括について

    １１１１　　　　　　　　地域総地域総地域総地域総がかりのがかりのがかりのがかりの教育教育教育教育
    ①①①①学校園学校園学校園学校園・・・・家庭家庭家庭家庭・・・・地域地域地域地域のののの連携連携連携連携・・・・協力協力協力協力をををを強化強化強化強化しししし、、、、社会全体社会全体社会全体社会全体のののの教育力教育力教育力教育力をををを向上向上向上向上させるさせるさせるさせる

    ②②②②家庭家庭家庭家庭のののの教育力教育力教育力教育力のののの向上向上向上向上をををを図図図図るるるる



 具体的な方針 成果 課題  今後の方向性
 ◇　幼児教育を受ける機会の
 提供の推進

 教育の供給確保の一環として、
 市立幼稚園での２年保育の利用
 定員拡充を図った。

 市立幼稚園での２年保育につい
 ては、完全な待機児童解消には
 至っていない。

 子ども・子育て支援制度の趣旨
 をふまえ、保育・教育の供給確
 保に努めるとともに、望ましい
 就学前教育のあり方を検討して
 いく。

 ◇　幼児教育全体の質の向
上

 創意工夫した研修の実施や、
 「５つの歌、５つの本、３つの
 遊び」の指導を通じて、幼児教
 育の質の向上を図った。

 就学前教育カリキュラムの見直
 しや、年齢にあった「５つの
 歌、５つの本、３つの遊び」の
 充実に向け工夫する必要があ
 る。

 就学前カリキュラムの見直しを
 図り、市内全園で共有するとと
 もに、４歳児向けの「５つの
 歌、５つの本、３つの遊び」を
 広げていく必要がある。

 ◇　保育園（所）・幼稚園等を
 活用した子育て支援の充実

 「すこやか子育て相談」が保護
 者の不安解消や虐待抑止につな
 がったことや、「一時預かり保
 育」により兄弟の学校行事への
 参加が可能になった保護者が増
 えるなど、子育て支援の取組は
 成果をあげている。

 相談への対応手順の整理や担当
 職員の人員不足、預かり保育の
 利用範囲の拡大等、様々な課題
 を抱えている。

 延長保育、一時保育など、需要
 は増加し、保育園(所)・幼稚園
 等に対する期待、果たす役割は
 大きくなっていくことから、今
 後も「保育園(所)・幼稚園等を
 活用した子育て支援の充実」を
 具体的な方針に掲げ、事業の継
 続・拡充の検討を行っていく必
 要がある。

 ◇　望ましい就学前教育施設
 のあり方の検討

 幼保人事交流促進のための「幼
 稚園・保育園交流体験研修」実
 施や、快適な保育環境を整備す
 るための幼稚園遊戯室へのエア
 コン設置など、幼稚園・保育園
 で均一で質の高い就学前教育を
 実施した。

 園舎老朽化、人材不足の問題、
 制度面の問題などが発生し、早
 急な対応が求められている。

 幼稚園・保育園の垣根を越えた
 積極的な人事交流を進めること
 によって、より質の高い就学前
 教育を提供することができる。
 また、遊戯室へのエアコン設置
 完了後は大規模な改修を視野に
 入れた老朽化対策を検討してい
 く。

 具体的な方針 成果 課題  今後の方向性

 ◇　新学習指導要領の趣旨
 に沿った取組の推進

 学習指導要領の趣旨に基づいた
 研究開発が実施され、その成果
 を研究会等を通じて市内全体へ
 広げている。

 今後も校種間の連携を図りなが
 ら、研究開発を進めていく必要
 がある。

 学習指導要領の趣旨に沿った取
 組は重要であり、継続していく
 ことが必要である。

 ◇　学力向上に向けた取組
 の充実

 「ことばの力育成プログラム」
 や「加古川ＣＡＮ－ＤＯプラ
 ン」に基づき、系統的な学習を
 推進しており、学力向上に向け
 て取り組んでいる。ＡＬＴの配
 置拡充に伴い、英語でのコミュ
 ニケーション能力向上を図っ
 た。

 各学校園での取組を、校種間の
 連携につないでいくために、今
 後も推進していく必要がある。

 中学校区連携「ユニット12」に
 おける学力向上に関するタテの
 連携を加える方向で検討する。

 ◇　子どもの学力習得状況を
 把握した指導改善の取組の
推進

 平成24年度から毎年実施されて
 いる全国学力・学習状況調査か
 ら本市児童生徒の学習状況を把
 握・分析し、改善を図ってい
 る。「ことばの力」育成のため
 に、研究会や授業改善に向けた
 取組、プログラム開発、「こと
 ばの力」配達人講師派遣などを
 実施し、各校において十分な効
 果を得ている。

 「ことばの力」に関する取組
 は、学力向上に向けた取組と大
 きく関連しており、方針につい
 ては、精査する必要がある。

 今後も、児童生徒の学習・学力
 状況を把握・分析するととも
 に、各学校への改善に向けた取
 組の支援や優れた取組の普及を
 図る。また、今後もＰＤＣＡサ
 イクルによる検証を継続して行
 う。

 ◇　読書活動の推進  学校図書館の環境整備や読書タ
 イムの推進などにより、児童生
 徒の読書機会の増加が見られ
 る。また、「加古川市子どもの
 読書活動推進計画実施計画」に
 基づき、図書館、学校園、関係
 各所と連携を図ることで、一定
 の効果を生んでいる。

 年齢が上がるにしたがって方針
 の達成が難しく、今後は子ども
 の発達段階に応じた取組や大人
 への働きかけも必要である。

 子どもたちの発達段階に応じた
 読書活動は、学習習慣の土台に
 もなるため、学校園における継
 続した読書活動の推進ととも
 に、家庭を含めた市民全体へ啓
 発や情報発信を行う。

    ２２２２　　「　　「　　「　　「生生生生きるきるきるきる力力力力」」」」のののの育成育成育成育成
    ③③③③幼児期幼児期幼児期幼児期におけるにおけるにおけるにおける就学前教育就学前教育就学前教育就学前教育をををを推進推進推進推進するするするする

    ④④④④「「「「確確確確かなかなかなかな学力学力学力学力」」」」をををを培培培培うううう



 具体的な方針 成果 課題  今後の方向性

 ◇　道徳教育の推進  各学校において、校種間交流活
 動と関連づけた道徳教育や副読
 本を活用した道徳の時間等、充
 実している。また、教員向け研
 修講座において、多数の受講者
 があり、道徳教育への関心度も
 高い。

 学習指導要領改訂に伴い、教科
 化される道徳の時間の趣旨、評
 価のあり方を検討していくこと
 が必要である。

 道徳教育は大きな変革期であ
 り、教科化の理解と実践は重要
 である。また、いじめ問題など
 の社会問題への対応や、子ども
 たちの豊かな情操や規範意識な
 どを育むためにも、今後も道徳
 教育の重要度は高くなる。

 ◇　人権教育の推進  「加古川市職員人権教育推進指
 針」に基づき、同和問題をはじ
 め様々な人権課題に応じた研修
 会を開催した。全ての人の人権
 が尊重されるような人権文化の
 確立を目指した取組や、各校に
 おける全体計画・年間指導計画
 の見直しなどを図ることで、子
 どもたちの発達段階に応じた指
 導が行われるような取組を推進
 することができた。

 従来からの人権課題に加え、新
 たな人権課題にも対応できるよ
 う研修等のさらなる充実を図る
 必要がある。

 今後も、人権尊重の理念に基づ
 き、共に生きる社会づくりを推
 進することは不可欠である。中
 学校区連携ユニット12で実施し
 ている保幼小中合同人権教育研
 修やカリキュラム連携（小小連
 携、小中連携）なども、具体的
 に推進していく必要がある。

 ◇　環境教育の推進  子どもたちが身近な環境から地
 球規模の問題にまで幅広く関心
 を持ち、自然への感謝の心や畏
 敬の念を育めるように、自然と
 ふれあう活動を実施した。

 さらに、充実した内容となるよ
 う、取組を推進する必要があ
 る。

 地域人材等を活用した体験活動
 に関連付けて環境教育を充実さ
 せるとともに、企業やＮＰＯ等
 の教育貢献活動を活用した環境
 教育を推進していく。

 ◇　伝統・文化等に関する教
 育の推進

 連合音楽会や作品展等により表
 現や創造の喜びを学ばせたり、
 将棋教室や文化遺産等を通じて
 伝統文化の体験機会を確保する
 など、一定の成果をあげてい
 る。

 将棋関連事業では、参加者が減
 少傾向にあり、事業のあり方に
 ついて再検討する必要がある。

 「伝統・文化に関する教育の推
 進」は、学習指導要領にも示さ
 れており、今後も充実させる必
 要がある。

 ◇　体験活動の充実  学校支援ボランティア等の地域
 人材を活用した取組により、各
 校園の特色に応じた体験活動の
 充実を図った。

 子どもたちの体験活動は少なく
 なってきており、実体験を伴う
 活動は、ますます重要である。

 地域人材を生かした取組を推進
 するとともに、子どもたちの発
 達段階に応じて、系統的な体験
 活動の充実が必要である。

 ◇　キャリア教育の推進  実践的な職場体験活動である
 「トライやる・ウイーク」は生
 徒の満足度も高く、充実してい
 る。

 全教科・領域における「キャリ
 ア教育」の推進が求められてお
 り、今後は、さらに重要度が増
 していく。

 キャリア教育を「総合的な学習
 の時間」や社会体験活動で実施
 するものと限定せず、「教育活
 動全般におけるキャリア教育」
 ととらえ、推進していく。

 ◇　福祉教育の推進  各学校において、体験活動を取
 り入れた福祉教育に取り組んで
 おり、実感を伴った学習の成果
 が表れている。

 体験的な福祉学習の重要性は高
 く、さらなる充実が必要であ
 る。

 子どもたちの発達段階に応じた
 体験的な活動とともに系統的な
 福祉学習を推進し、充実を図っ
 ていく。

 ◎◇　防災教育の充実  東日本大震災後、被災地との交
 流活動を継続している学校は多
 い。また、兵庫県防災教育副読
 本等を活用したり、防災訓練等
 を実施し災害から自らの生命を
 守るため主体的に行動する力を
 育成するなど、各学校において
 充実した取組が見られる。

 各学校において防災教育に取り
 組んでいるが、現行のかこがわ
 教育ビジョンに本方針が明記さ
 れていない。

 現行のかこがわ教育ビジョン策
 定後に発生した東日本大震災や
 阪神・淡路大震災20年を踏ま
 え、自然災害から自らの生命を
 守るための取組は必要不可欠な
 方針である。

 ◎◇　「心の健康教育」プログ
 ラムの推進

 兵庫教育大学と連携した「心の
 健康教育」プログラムの実施に
 より、子どものストレス緩和等
 を図っている。

 喫緊の課題であるが、大学との
 連携事業であるため調整が必要
 である。

 「心の健康教育」プログラムの
 推進は、具体的な方針として追
 加するべきだと考えるが、項目
 として体系的な整理が必要であ
 る。

    ⑤⑤⑤⑤豊豊豊豊かなかなかなかな心心心心をををを育育育育てるてるてるてる



 具体的な方針 成果 課題  今後の方向性

 ◇　学校における体育及び運
 動部活動の推進

 中学校部活動への外部技術指導
 者等派遣により、充実感を感じ
 ている生徒の割合が多く、大き
 な成果をあげている。

 中学校の要望に応えるための予
 算措置や、小規模小学校の、陸
 上記録大会への参加が課題と
 なっている。

 本方針については、大きな成果
 をあげているが、全国体力・運
 動能力等調査結果の分析を活用
 した体力・運動能力の向上と整
 合性を図るなどし、「健やかな
 体」づくりを推進していく。

 ◇　全国体力・運動能力等調
 査結果の分析を活用した体
 力・運動能力の向上

 全国体力・運動能力等調査は、
 全国や県との比較・分析を行い
 検証したうえで、体育授業や学
 校行事などで体力向上を図る取
 組を行っている。また、「かこ
 がわウェルネス手帳」の活用に
 より、児童生徒自らが運動習慣
 や生活習慣を振り返る一助と
 なっている。

 各校において「全国体力・運動
 能力、運動習慣等調査」を活用
 した取組は進めているが、学校
 教育だけで体力・運動能力の向
 上が図られるものではなく、家
 庭・地域と連携した取組を推進
 する必要がある。

 「知」「徳」「体」バランスの
 とれた子どもを育成するうえ
 で、今後も必要不可欠な方針で
 あり、全国体力・運動能力等調
 査を活用した体力・運動能力の
 向上や、児童生徒自らが、主体
 的に自分自身の体力や健康を意
 識できる「かこがわウェルネス
 手帳」の活用を推進していく。

 ◇　遊びや運動を通した子ど
 もの居場所の創出

 児童館が主催する各種事業では
 多くの参加者があり、遊びや運
 動の要素を取り入れながら、親
 子の居場所としての役割を果た
 している。チャレンジクラブ
 （放課後子ども教室）では、
 様々なスポーツを実施し、子ど
 もたちのスポーツ体験の推進を
 図った。

 利用者ニーズを把握し、改善し
 ていくことが必要である。

 遊びや運動の要素を取り入れな
 がら、健やかな身体づくりを行
 うことは子どもの成長過程にお
 いて必要である。今後は、安
 全・安心な子どもの居場所づく
 りのさらなる充実に向け、環境
 及び体制の整備を図る。

 ◇　食育の推進  子どもたちの望ましい生活習慣
 や食習慣の定着を図るための各
 学校園での取組も充実してきて
 いる。

 地産地消を含めた食育の推進が
 課題である。また、中学校給食
 に向けては、調理施設などの
 ハード面、学校現場の対応など
 のソフト面とも多くの課題があ
 り、調整が必要である。

 食育の推進は、中学校給食実施
 も含め、今後も重要な方針の一
 つであり、継続して取り組む。

 ◇　健康教育の推進  全中学校で「薬物乱用防止教
 室」を開催し、子どもたちに薬
 物乱用の危険性について学ばせ
 るなど、各学校での取組が充実
 してきている。

 学習指導要領にも示されてお
 り、学校、家庭、地域、関係機
 関が一体となって取り組んでい
 く必要がある。

 今後も、「健康教育の推進」と
 いう方針に位置づけた事業は必
 要不可欠であり、該当事業など
 について精査する必要がある。

 具体的な方針 成果 課題  今後の方向性

 ◇　高等学校等との円滑な連
 携の推進

 学区広域化に連動して、中学校
 と高等学校の進路に関する連絡
 協議会が充実してきている。

 高等学校入試に関する情報以外
 にも、日常的に中高の情報共有
 を推進していくことが大切であ
 る。

 学区再編された高校入試につい
 ては、今後も継続的な検証を行
 うことが必要である。

    ⑥⑥⑥⑥「「「「健健健健やかなやかなやかなやかな体体体体」」」」をををを養養養養うううう

    ⑦⑦⑦⑦高等学校等高等学校等高等学校等高等学校等とととと連携連携連携連携してしてしてして、、、、適切適切適切適切なななな進路選択進路選択進路選択進路選択とととと継続継続継続継続したしたしたした指導指導指導指導のののの充実充実充実充実をををを図図図図るるるる



 具体的な方針 成果 課題  今後の方向性

 ◇　特別支援教育の推進  障がいのある子どもたちの自立
 や社会参加に必要な力を培うた
 め、加古川養護学校において、
 肢体不自由児の一貫した教育を
 実施している他、スクールアシ
 スタントや補助指導員を配置
 し、特別な支援が必要な子ども
 たちの教育的ニーズに応じたき
 め細かな支援に取り組んでい
 る。

 「障害者差別解消法」施行に伴
 い、障がいのある子どもたちの
 多様な教育的ニーズに対し、組
 織的、計画的、継続的な支援体
 制を発展、充実させていくこと
 が必要である。

 今後も、子どもたち一人一人の
 教育的ニーズに応じた一層のき
 め細かな支援を図るための、教
 育環境の整備、障がいについて
 の理解、教職員の資質向上を図
 ることは必要不可欠と考える。

 ◇　障がいのある子どもたち
 への支援体制の充実

 全学校園に特別支援教育コー
 ディネーターを任命し、発達障
 害を含む障がいのある子どもた
 ちに対する相談が適宜行えるよ
 う充実を図っている。また、関
 係団体との連携や、公民館単位
 での活動などで、心身障がい児
 (者）の教育並びに福祉の向上
 に寄与することができた。

 多様な教育的ニーズを必要とす
 る子どもたちの増加に伴い、人
 的な支援増員を検討することが
 必要である。

 現状と課題を踏まえ、学校教育
 において、一人一人の教育的
 ニーズにより一層のきめ細かな
 支援を図るため、人的配置を含
 めた教育環境を整備するととも
 に、相談体制の充実、関係機関
 等の連携が不可欠であると考え
 る。

 ◇　不登校の子どもたちの教
 育機会についての支援の充
実

 不登校の子どもたちに対して、
 適応指導教室・自立支援教室や
 小集団体験活動「アタック・
 ゴー」を通して支援してきた。
 またメンタルサポーターの研修
 をより実践的な内容にして、資
 質向上を図り、不登校生徒に接
 する際のスキル向上に努めた。

 個別の支援計画をより綿密に立
 て、教職員が目標を持って子ど
 もたちに関われるような支援体
 制を構築する必要がある。

 今後、不登校対策推進委員会を
 さらに充実させ、各学校におい
 て不登校対策への組織マネジメ
 ントができるよう指導、支援し
 ていく方向である。

 ◇　いじめ、暴力行為、少年
 非行等に対する取組の推進

 学校生活に関するアンケート
 「アセス」を年間２回実施し分
 析することにより、いじめ件数
 及び不登校数の減少につながっ
 た。また、相談体制を充実させ
 ることで緊急性を要するいじめ
 問題等に迅速に対応できた。

 各学校で実施する「アセス」や
 「いじめ相談シート調査」を効
 果的に活用できるような支援体
 制が必要である。

 今後、いじめや不登校、問題行
 動等の一次支援をさらに推進す
 るためのミドルリーダーを育成
 していく。また、家庭や地域に
 対して青少年の健全育成・非行
 防止についての啓発活動を推進
 する。

 ◇　外国人児童・生徒等及び
 帰国子女への教育支援

 「外国人幼児児童生徒に関する
 指導指針」に基づき、外国人の
 子どもたちが自己実現を図るこ
 とができるように取り組んでき
 た。また、県の子ども多文化共
 生サポーターの活用と国際交流
 協会との連携を図り、多文化共
 生サポーターやボランティアを
 配置し、児童生徒の学力保障の
 支援を行った。

 子ども多文化共生サポーター派
 遣事業における派遣要項等の見
 直しにより、在留期間が長く
 なった生徒への多文化共生サ
 ポーターの派遣が難しくなって
 きている。

 今後も必要不可欠な指針であ
 り、「人権教育の推進」の方針
 と関連させて、考えていく必要
 がある。

 ◇　アレルギー等のある子ど
 もたちへの支援の充実

 食物アレルギー等対応マニュア
 ルに基づいた対応を実施してい
 る。また、学校給食を実施して
 いる全30校において、アレル
 ギー対応除去食を提供しており
 支援の充実を図っている。

 今後、アレルギー等のある子ど
 もは増えることが予想され、充
 実が求められている。また、ア
 レルギー対応について、学校や
 教諭ごとに理解度や取組に差が
 ある。

 職員の研修等の充実を図り、学
 校全体でアレルギー対応につい
 て理解を深める。

    ⑧⑧⑧⑧特別特別特別特別なななな支援支援支援支援やややや配慮配慮配慮配慮をををを要要要要するするするする子子子子どもへのどもへのどもへのどもへの教育教育教育教育をををを推進推進推進推進するするするする



 具体的な方針 成果 課題  今後の方向性
 ◇　学校園評価を活用した学
 校園運営の改善

 学校園評価、評議員制度、どちら
 も定着しており、学校園の運営に
 成果をあげている。

 学校園評価を、より効果的に学校
 園の運営改善につなげていくこと
 が今後の課題である。

 学校園評価における運営改善を
 指標とし、引き続き取り組んでい
 く。

 ◇　学校園の組織的な運営
 体制の改善

 全小中養護学校に主幹教諭を配
 置し、組織的な学校運営の実現に
 向けた取組を推進している。

 教頭候補の年齢要件よりも主幹教
 諭の年齢要件が高いこともあり、
 登用を希望する教員が少ない。

 引き続き主幹教諭の配置は必要
 不可欠であり、今後は、主幹教諭
 の複数配置の実現、女性の積極
 的な登用について検討していく。

 具体的な方針 成果 課題  今後の方向性
 ◇　実践的な教職員研修等
 の推進

 教職員の指導力の向上と若手教
 員の育成を重点に置き、実践的な
 ものや学校教育に求められる喫緊
 の課題解決につながる内容の研
 修を実施し、多くの研修会で高い
 評価を得られている。

 ベテラン教員の大量退職に伴い、
 若手教員の育成が求められてい
 る。また、希望者対象の研修にお
 いて、受講していない教職員に還
 元されているかを把握することが
 困難である。

 特別の教科道徳の実施、外国語
 活動の充実等の教育課程、教育
 実践の研修等、市の研修体系の
 見直しを図りながら教職員のニー
 ズに合った研修を充実させる必要
 がある。

 ◇　教員免許更新制の円滑
 な実施

 校長会、教頭会を通じて免許更新
 制度の周知を行っている。また、教
 員免状管理簿の定期的な点検等
 により、年度毎の未申請率０％を
 達成している。

 生年月日により受講対象が決めら
 れている。現時点で約半数の教職
 員が未受講である。

 関係法令に基づき、継続して取り
 組むことが必要である。

 ◇　指導力の向上を要する教
 員へのフォローアップの充実

 校長会を通じて、フォローアップシ
 ステムの周知を図っている。また、
 兵庫県教育委員会との連携によ
 り、訪問指導も実施している。

 児童・生徒に対する教科指導、生
 徒指導等に係る指導力の向上に
 努めていくことが必要である。

 引き続き、指導力向上を要する教
 員のフォローアップの充実させるこ
 とは必要不可欠であると考える。

 具体的な方針 成果 課題  今後の方向性
 ◇　教職員が一人一人の子
 どもに向き合う環境づくり

 外部人材の活用や校務用ＰＣの整
 備（１人１台）等により、教職員が
 一人一人の子どもと向き合う環境
 づくりは進んでいる。

 部活動支援に限定するのではな
 く、幅広い分野において外部人材
 の活用をする必要がある。また校
 務用ＰＣの整備は完了したもの
 の、一部旧式のＰＣが残っている。

 学校園支援ボランティアの活用に
 取り組んでいくことが必要である。
 また、校務の効率化に向けＯＡ環
 境のさらなる整備が必要不可欠で
 ある。

 ◇　教職員のメンタルヘルス
 の充実

 兵庫県教委のメンタルヘルスアド
 バイザーとの連携協力により、支
 援が必要な教職員が在籍する学
 校に個別訪問し、説明を行ってい
 る。

 法改正により、ストレスチェックの
 実施が義務化されたが、本来、産
 業医がストレスチェックを行い、適
 切な事後措置や職場環境の改善
 に繋げる助言を行うことが望まし
 い。

 引き続き教職員のメンタルヘルス
 の充実を図ることは必要不可欠で
 あると考える。今後は、教職員の
 復職等を支援するメンタルヘルス
 アドバイザーの配置を検討する。

 ◇　勤務時間の適正化に向
 けた取組の推進

 「ノー部活動デー」「ノー会議デー」
 「定時退勤日」について、完全実施
 を推進している。やむなく時間外勤
 務を行った場合も、勤務時間の割
 振変更が適切に取得できるよう取
 り組んでいる。

 校務のＩＴ化が遅れているため、効
 率が非常に悪く、勤務時間の適正
 化が十分に図られていない。校務
 処理ソフトの導入等、早急に対応
 していかなければならない。

 引き続き、勤務時間の適正化に向
 けた取組の推進を図ることは必要
 不可欠であると考える。今後は校
 務用ＰＣの環境整備と校務処理ソ
 フトの導入検討が必要である。

    ３３３３　　　　　　　　信頼信頼信頼信頼されるされるされるされる教育教育教育教育のののの環境環境環境環境
 ⑨学校園の組織的な運営体制を確立する

 ⑩教員の資質の向上を図る

 ⑪一人一人の子どもに教職員が向き合う環境をつくる



 具体的な方針 成果 課題  今後の方向性
 ◇　教育施設の耐震化など
 の施設環境の整備

 平成26年度末に校舎の耐震化率
 100％を達成した。また、校門遠隔
 施錠解錠システムのメンテナンス
 など安全対策に努めた。中学校給
 食の実施に向けては「中学校給食
 懇話会」での意見聴取により、実
 施に向けての課題が明らかになっ
 た。

 校舎等の老朽化がすすんでおり対
 応が求められている。なお、中学
 校給食については調理施設や配
 膳室の設置など多くの課題があ
 り、調整が必要である。

 老朽化により対応が急がれる校舎
 について、15年計画で内部設備や
 トイレを中心とした改修を行う予定
 である。また、中学校給食の実施
 に向けて実施方式を決定し、必要
 な施設を整備し、学校現場と意見
 調整を行う。

 ◇　学校図書館の整備の推
進

 平成23年度に図書データベース化
 が完了している。学校図書館図書
 標準による整備率についても、こ
 の５年間で小学校・中学校ともに５
 ポイント以上の上昇を達成した。

 図書購入の優先度が、比較的低
 いため、整備率の増につながりに
 くい状況にある。

 引き続き、管理職、図書館教育担
 当者が中心となり、学校図書館の
 整備の推進を図る。

 ◇　教材・教具の整備の推進  学習指導要領の趣旨や関連法令
 に基づき、二市二町の加印採択地
 区における教科用図書採択を実
 施することができた。また、学習指
 導要領に沿った教材等の整備に
 努めた。

 常に、関連法令の改正趣旨を把握
 し、公平公正な教科用図書採択を
 進めていく必要がある。また、教材
 等の老朽化も進んでおり、効果的
 に順次更新を進める必要がある。

 今後も、子どもたちにとって学びや
 すく、教師にとって教えやすい教科
 用図書の採択に努める。また、適
 切な備品管理に努め、学習指導要
 領に沿った教材教具等の購入を進
 めることにより、学校教育の充実を
 図る。

 ◇　学校園のＩＣＴ環境の整
 備・充実

 各学校にＰＣ、電子黒板、電子黒
 板機能付きプロジェクタ、書画カメ
 ラを設置するなど、ＩＣＴ環境の整
 備が図られている。また学校園ＨＰ
 の再構築も完了している。

 ＩＣＴ機器・教材が不足するなど、近
 隣市町に比べ整備が遅れている
 のが現状である。

 文部科学省の「教育のＩＴ化に向け
 た環境整備４か年計画」に基づい
 た環境整備が必要である。

 ◇　教育に関する研究成果等
 の蓄積・活用

 毎年約20名の研究員が年間を通
 して授業実践を中心とした研究活
 動を行い、その成果を発表し、紀
 要にまとめている。

 研究に要する時間の関係で、個人
 研究が主となっており、校内研究と
 の差異が出にくい。

 教育研究所連盟の部会等へ参加
 することにより、積極的に他市町
 の先進的な取組の情報収集に努
 め、教育に関する研究調査を推進
 していく。

 ◇　地域ボランティア等との
 連携による学校園内外の安
全確保

 学校園支援ボランティアによる安
 全立ち番や、「こどもを守る110番
 の家」及び交通安全指導員の設置
 等により、学校園生活や登下校時
 の安全を確保している。

 平成26年11月に実施された公開
 事業評価で交通安全指導員事業
 が「不要・凍結」という評価結果と
 なり、本事業のあり方について、見
 直しをせまられた。

 これまでの取組をさらに強化する
 とともに、交通安全指導員につい
 ては、現状把握のうえ、ボランティ
 アとの連携を図ること等により、総
 合的な交通安全の見守り事業とし
 て再構築していく。

 具体的な方針 成果 課題  今後の方向性
 ◇　教育委員会の責任体制
 の明確化

 地域住民への説明責任を果たす
 ため、教育委員会会議録の迅速な
 公表を行っている。

 総合教育会議や大綱を通じた首
 長との連携強化や、教育委員長と
 教育長を一本化した新教育長の
 設置など、新教育委員会制度への
 移行に伴い、責任体制が大きく変
 わりつつある。

 新教育長の権限が強化されること
 から、会議録の迅速な公表を含
 め、教育委員会の透明性をより一
 層確保していく必要がある。

 ◇　教育委員会の点検及び
 評価の実施

 教育委員会での施策を見直す良
 い機会となっている。

 事務事業評価等の類似事務との
 整理（効率的な評価方法のあり方
 等）や、学識経験者の意見の活用
 方法（次年度の施策にどのように
 反映させるか等）について、検討す
 る必要がある。

 教育委員会の点検・評価は、法律
 上規定されているものであるた
 め、今後も継続して実施する必要
 があるが、類似事務との整理や学
 識経験者の意見の有効活用方法
 等を検討しながら、効率的かつ効
 果的な事務遂行に努める。

 ⑫安全、安心で、質の高い教育を支える環境を整備する

 ⑬教育委員会の機能の充実を図る



 具体的な方針 成果 課題  今後の方向性

 ◇　図書館等を活用した住民
 の学習活動の推進

 図書館を知識と情報の地域にお
 ける拠点施設とし、計画的な資
 料収集と提供に努めている。ま
 た、少年自然の家や野外活動セ
 ンターでの体験活動は、学校や
 地域で得ることのできない体験
 学習の機会となっている。さら
 に公民館での生涯学習創出講座
 は、気軽に参加できる学習の場
 として、貢献している。

 図書館や公民館におけるサービ
 スのあり方については工夫の余
 地がある。また、少年自然の家
 など老朽化した施設の改修及び
 バリアフリー化を早急に図るこ
 とが必要である。

 図書館の利用促進、レファレンス
 業務の周知方法や内容について
 は、ニーズを把握し創意工夫を
 行っていく。また、少年自然の家
 等では、ハード面の整備と同時
 に、地域の少年団との連携等、ソ
 フト面の活性化を図る。

 ◇　公民館等を活用した地域
 の拠点づくりの推進

 社会教育推進員による地域活
 動、公民館事業による地域の力
 を活用した地域拠点づくりは一
 定の成果をあげている。

 社会教育推進員活動において、
 子供が少なく高齢者が多いなど
 の地域特性により活動に差があ
 る。地域学講座の実施において
 は、学習したことを地域に還元
 するための仕組みづくりが課題
 となっている。

 社会教育推進員をはじめ、さまざ
 まな地域リーダーやボランティア
 の育成と資質の向上を図り、公民
 館等を活用した地域の拠点づくり
 を推進する。また、地域学講座の
 さらなる充実に向け、他事業との
 統合を検討する。

 ◇　人権教育等の社会的課
 題に対応した学習機会の充
実

 研修を通じ登録団体会員や高齢
 者大学生など地域リーダーの資
 質向上に寄与している。また、
 人権学習講座、男女共同参画セ
 ミナー、町内懇談会等の学習・
 交流により市民の人権意識の向
 上を図った。

 各種講演会への参加者の固定化
 や高齢化が課題となっている。
 特に、若い年齢層の参加が少な
 い。また講座参加者への支援体
 制なども課題である。

 人権文化センターや男女共同参画
 センターを中心に啓発活動を推進
 し、若い年齢層や幅広い年代の参
 加を促すような工夫を図る。ま
 た、連続講座にすることで地域活
 動を担う人材の育成を図る。

 ◇　地域における身近なス
 ポーツ環境の整備

 加古川市スポーツ振興基本計画
 の「後期アクションプラン」に
 基づき効率的な事業展開を進め
 るとともに、各スポーツ団体と
 のネットワークづくりの推進も
 図っている。

 スポーツ振興に関する市民調査
 の結果により目標に達していな
 い項目において、達成に向けた
 取組を行う必要がある。また、
 市民の体力・健康づくりをより
 広く普及するために、特に20代
 ～50代の市民に対して働きかけ
 が必要である。

 「後期アクションプラン」に基づ
 く事業を効果的・効率的に推進す
 るとともに、平成29年度第２期ス
 ポーツ基本計画策定に向け検討を
 重ねる。また、障がい者に対する
 スポーツ推進についても重点的に
 取り組んでいく。

 ◇　文化財の保護と活用の推
進

 埋蔵文化財調査事業、西条古墳
 群史跡整備事業、文化財講座開
 催、文化財ニュース発行、本岡家
 住宅公開などを行い文化財の保
 護と活用について一定の成果は
 得られている。

 住宅建設、公共事業等の開発に
 伴う埋蔵文化財調査及び西条古
 墳群史跡整備事業に追われ、そ
 の他の文化財の保護事業や活用
 事業が十分にできていない。

 文化財行政の体制の充実が求めら
 れている。

 具体的な方針 成果 課題  今後の方向性

 ◇　地域・大学等の連携によ
 る特色ある取組の支援

 大学教員の講師派遣により教職
 員の専門的知識習得につながっ
 ている。また、大学生の自然学
 校指導補助員の参加や学生ボラ
 ンティアの活用により特色ある
 取組が行えた。

 学校園、地域、大学の３者が連
 携した取組は、限定的である。

 継続した実施に加え、地域連携の
 一部として大学との連携も組み入
 れるなどの工夫が必要である。

 ◇　生涯を通じて大学等で学
 べる教育環境の整備

 全公民館で高齢者大学を実施し
 多くの高齢者が学習している。

 高齢者が学んだ知識経験を地域
 に還元できるような工夫が必要
 である。

 生涯を通じて学べる教育環境の提
 供と同時に、地域に還元できるよ
 うな体制の充実を図る。

    ４４４４　　　　　　　　学学学学びがびがびがびが生生生生かせるまちづくりかせるまちづくりかせるまちづくりかせるまちづくり
    ⑭⑭⑭⑭生涯学習生涯学習生涯学習生涯学習のののの機会機会機会機会のののの提供提供提供提供とととと学習成果学習成果学習成果学習成果をををを社会社会社会社会でででで生生生生かせるまちづくりをかせるまちづくりをかせるまちづくりをかせるまちづくりを進進進進めますめますめますめます

 ⑮地域と大学等の連携を通した教育環境を整備する


